LIU Yun xiang,  Japan\u27s Diplomacy and Sino Japanese Relations (2012) by 三村, 達也 & MIMURA, Tatsuya
199
梁雲祥『日本外交と日中関係』（2012年）
LIU Yun xiang, “Japan’s Diplomacy and Sino Japanese Relations”（2012）
三村達也
MIMURA Tatsuya
要旨　本文は、梁雲祥『日本外交与中日関係』（世界知識出版社、2012）の中編の前書き
部分、並びに、中編に含まれる第 7章の翻訳である。著者は国際関係、特に日中関係や
日本の政治外交を専門とする政治学者であり、著書に『後冷戦時代的日本政治、経済与外
交』（2000）、『国際関係与国際法』（2012）等、また日本語による論文も多数存在する。
日中両国の相手への政策と国内政治との関係性に注目した日本の研究としては田中明彦
（1991）があり、また、中国国内政治の動向を視野に入れながら中国の対日政策の変化
を考察した小島朋之（2005、2008）などの成果がある。それらに対応する中国側の成果
の一つとして挙げられるのが、日本の外交政策と対中政策との関係を論じた、梁雲祥『日
本外交与中日関係』である。
　日中関係に暗雲が立ち込め、改善の兆しがなかなか見えてこない現在、日中関係を論じ
た日本側の最新成果だけでなく、中国側の最新成果を知っておくことの意義は決して少な
くないものと考える。
中編
戦後の日中関係、及び、そこでの問題
　中国と日本は東アジアの国家において、その影響が最も大きな二つの国家であり、歴史
において両国は常に恩と恨みを抱えてきたが、全体を見通せば常に切れない関係であった
と言えるだろう。そのため日中関係は国際関係の中でもっとも重要な二国間関係の一つで
あると同時に、もっとも重要な一つの永遠のテーマでもある。現在から60年以上前、第二
次世界大戦の終結は、世界全体の国際関係を変えただけでなく、同時に、近代以降の日中
両国間で存在した奴隷化とその屈辱、及び、侵略と被侵略という深刻な不平等関係も変え
ることになった。しかしながら、戦後まもなくの冷戦に直面したこと、及び、アメリカが
日本に対して行なった戦後改革と中国革命の勝利により、日中両国は異なる陣営に属する
こととなった。中国はソ連側へ、そして、日本はアメリカの同盟国となった。中国と日本
の関係は国際情勢に翻弄され、日本がアメリカに追随して台湾の国民党政権を承認したこ
とで、日中の政府間関係は断絶し、同時に、両国は長期間に亘って政治的に対立状態となっ
た。しかし、日中両国の長きにわたる密接な経済と文化の連係によって、政府同士で国交
関係がない状況下でも両国は依然として民間関係を保持し、独特な「民間外交」を展開し
たのである。
　1970年代初め、国際情勢には重大な変化が生じ、主としてアメリカとソ連が対峙する東
西冷戦となった。その力の比率には逆転が生じ、ソ連は戦略と常備する武器の面でアメリ
カに接近し、それを追い越し、第三世界は激しく気勢を加える攻撃態勢をとった。その反
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面、アメリカはベトナム戦争によって国力を失い、アメリカ国内情勢とその外交は厳しい
境地に陥ることとなり、全体戦略を縮小する準備を行ったことで、アメリカの同盟国であ
る日本もソ連の脅威を感じるようになる。これと同時に、戦後20年以上の発展を経て、中
国の国際的地位は高まったが、同盟国となった中国とソ連は十数年のイデオロギー対立の
後、ついに武力衝突に至った。60年代末、両国国境において軍事衝突が勃発し、中国の安
全は直接的脅威を受けた。この状況下で、中国とアメリカは接近を始め、日中両国は戦略
上、共に必要な国となったのである。1972年 9 月、日本の首相田中角栄が北京を訪問した
ことで、20年以上の間、互いに敵対してきた日中両国はついに国交正常化を実現した。そ
の上、日中共同声明の規定に従って、その前後で日中貿易、海運、航空、漁業、文化交流、
科学技術協力などの協定が調印され、日中関係は各領域でも空前の発展をみせた。特に、
1978年に調印された日中和平友好条約は法律という手段によって日中の友好関係が承認さ
れ、それが定着した。このため、中国の指導者鄧小平は日本を訪問し、日中友好は高まり
をみせた。1979年、日本の首相大平正芳は田中角栄に続いて中国を訪問し、中国に向けて
政府開発援助（ODA）を開始したことで、中国の経済建設に対して積極的な推進作用を
及ぼすこととなった。日中関係は近代以降、一つの全く新しい発展の時代を迎えたのであ
る。
　80年代以後になると、アメリカは70年代におけるソ連の拡張への対抗措置として、再び
軍備を整え、所謂‘世界大戦’計画を始動する。これにより、ソ連に譲歩と退却を迫った
ことで、東西関係はある程度緩和され始め、アメリカの同盟国である日本もソ連の脅威を
比較的小さいものと感じるようになり、ソ連から中国への軍事的脅威も相対的に弱まった
のである。これと同時に、中国は改革開放戦略を実施し、1982年には外交政策において重
大な調整を進め、非同盟による外交政策を明確に打ち出した。日本は世界第二の経済大国
になるに伴って、「戦後政治の総決算」のスローガンを掲げ、政治大国としての国際的地
位を求め始めた。このような状況下で、日中はソ連の共同戦略に対抗する必要性が低下し、
実際の両国の交流には両国間に元々存在していた、また、未だ解決に至っていない一部の
矛盾が徐々に露呈してくるのであった。例えば1981年に発生した、所謂、上海宝山製鉄所
の契約破棄、1982年と1986年に発生した二度の歴史教科書事件、1985年に発生した日本の
首相による靖国神社参拝、及び、そのすぐ後の光華尞事件などは、共に日中両国の外交関
係に緊張を引き起こした。その中の幾つかの問題は日中間において、甚だしい長期に亘る
外交問題となったのである。さらに深刻な問題は、これらの摩擦が日中両国民の友好感情
を傷つけ、70年代の和平と友好の雰囲気を大いに冷え込ませ、両国関係の基盤は一定程度
破壊されてしまう。この一連の摩擦を経て、日中関係は70年代の熱狂に近い友好関係から、
徐々に比較的冷静で現実的な関係へと変化した。ただ、これらの問題の出現から全体的に
日中関係を見通せば、依然として全面的な発展を遂げたと言えるのである。
　80年代末から90年代初に冷戦は終結し、それは同様に日中関係に衝突を生んだ。1989年
の中国における政治的いざこざ1)の後、暫くの間、日中関係はその他のヨーロッパ諸国よ
りも比較的密接であった。それは1989年の政治的いざこざの後、アメリカやヨーロッパ諸
国の中国に対する制裁と封鎖を日本が真っ先に打ち破ったからであり、これにより、中国
との全面的な関係を迅速に回復したのである。しかしながら、冷戦の終結、及びソ連解体
は既に中国と日本を含む資本主義諸国間との関係に根本的な変化をもたらしており、中国
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はアメリカや日本などの資本主義諸国家が改革を試み、制限を加えようとする主要国家に
なった。90年代後半期に始まった、日中両国の経済と政治的地位の変化に伴って、政治大
国になった中国は、まさに時を同じくして経済においても日に日に強大な国家となって
いった。さらに、国際社会により深く入り込み、国際的事務に対してより大きな影響力を
持つようになった。そして、経済大国となった日本はバブル経済の崩壊により、戦後最も
厳しい経済的衰退を経験したと同時に、政治においては日に日に強硬的な面をみせるよう
になり、国内政治では急激な右傾化が起こり、日に日に保守化していった。対外的に政治
大国を追い求め、国際政治と国際的安全保障において更なる大きな影響力を発揮し始めた
ことで、日中両国は同時に東アジア地域において総合的な力を備えた強国、存在となった。
この一つの新しい歴史現象は日中両国にそれまで経験したことのない新たな問題をもたら
した。すなわち、この二強国が如何に東アジアで共存するかという問題である。しかしな
がら残念なことに、アメリカの存在と東アジアの諸国家の多様性が作り出した差別が地域
協力を妨げたことで、強大になった日中両国は安全保障の面で苦境に陥り、また、このこ
とにより様々な矛盾と衝突を引き起こした。例えば、歴史問題、領土問題、資源問題、台
湾問題、日米同盟の問題などをめぐってというように、日中両国は常に外交を発端として
激しい民族感情の対立が生じたのである。
　もちろん、日中間においてこれらの問題は、主に二つの異なる国家の発展戦略と二国の
新たな時代に向けた対国家利益の異なる認識、及び、その相互矛盾と衝突によるものであっ
た。しかし、中国と日本の間には依然として広範囲に亘る共同利益が存在していた。両国
は既に1998年に21世紀に向けて和平と発展の友好協力パートナーシップに尽力することを
宣布し、2006年にはまた、戦略的互恵関係の樹立を宣布し、双方の経済関係は既に極めて
密接になり、文化交流の規模も継続的に拡大し、多領域で多角的な地域の協力促進が試み
られている。そのため、当面の間、日中間にはまだ幾つかの関係性の矛盾は存在するけれ
ども、既に歴史が和すれば共に徳をし、争えば共に損なうことをはっきりと日中両国に示
している。東アジア地域で最も重要で、最も強大になった両国家、中国と日本は自国の利
益を考えようとするだけでなく、さらに、グローバル化の時代においてはより広範な思惟
と視野が必要である。すなわち、国家と民族地域を超え、全地球規模の思惟と視野であり、
各地域と全地球の範囲から両国関係を定めるという、より大きなものである。また、地域
において多角的協力と共に、共同による活動を促す意識を有するもので、その協力過程に
おいて共同利益と共同責任が増し、さらに、これによって歴史的な不愉快な問題とその他
の双方の関係に存在する問題を洗い流し、東アジアと世界の平和と繁栄を生み出す貢献を
共同でなすのである。
第七章　日中民間外交
一、日中関係における独特な“民間外交”
（一）日本の台湾に対する選択
　戦後初期、アメリカは軍事同盟の名義を盾に日本に対し単独占領を実施し、日本は完全
に対外外交の権利を失った。加えて中国での国共内戦の勃発により、中国本国も日本の管
理、改造に参与する力を持たなかった。戦争終結は実質的には日中両国が戦争状態を終わ
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らせたが、両国間は国交の正常な関係がないために、ほとんど往来がなく完全に停滞した
状態に陥った。
　サンフランシスコ平和条約の締結前後、まさに日本が独立を回復するという時、日中両
国関係の回復に関する問題が議題に上り、ようやく言及が行なわれた。今後、国際社会へ
の復帰する日本にとって、日本の新たな隣国である中国問題にいかに対処するのかを考慮
せざるをえなかった。しかし、日本政府は中国内戦によって造られた大陸と台湾の分裂問
題が生じた時、二つの難しい選択をする立場に直面していた。もし、北京の中華人民共和
国政府の承認を選択すれば、アメリカや台湾に反対されることは確実であり、日本がアメ
リカの態度を考慮しないはずはなく、台湾の態度にも多少考慮するはずであった。しかし、
もし台湾の中華民国を承認すれば、北京との関係は必ず悪化することに加え、当時、北京
政府が中国の大部分の領土を実質的にコントロール下においていた。よって、北京と正常
な外交関係を持つことだけが、日清戦争以来、両国間でずっと存在してきた不平等、不正
常な関係に真に終止符を打つ手段であるとも言え、これにより両国間の真に平等な新たな
関係が築けたのである。
　1951年 9 月に開かれたサンフランシスコ平和会議の前、日本政府はアメリカ側からの圧
力の下、北京政府の意向に沿わないことを明確に表明した。しかし、会議が終わり、サン
フランシスコ平和条約に調印後の1951年10月、首相吉田茂は日本の参議院議院での対華外
交方針の質問の際、「対中共の問題はイデオロギーの要素があるが、当然、現実外交の立
場から自主的に決定を行うべきだ。今のところ、対中共の関係に対して、通商貿易の点か
ら考慮すると、中共の態度がどうであるかを見た上で、最も良いのは上海に駐外事務所を
設立することだ。」2)と言い、また、「日本は現在、講話した相手を選択する権利はあるが、
どのようにこの権利を行使するか、また客観的な状況を考え、中国の国情及び中国と日本
との将来の関係を考え、軽率に決定を下すつもりはない。」3)と語った。これと同時に、日
本政府のスポークスマンである内閣官房長官岡崎勝男も台湾駐日代表と会った際、「我々
の現在の政策は時機が来るのをゆっくりと待つことが必要であり、日本が独立自主の実現
を果たした後、いつ平和条約を締結するのか、或いは、中国のどちらを選択するなどの問
題を考える。我が国はこれまでずっと中華民国政府を尊重している、残念なのは、中華民
国政府の領土が台湾だけに限られていることだ。」4)と語った。
　日本がこのように振る舞ったのは、実は自己の利益を考慮して、アメリカに対して一種
の模索を行うためであった。すなわち台湾との関係を維持したいということ、それと同時
に、また大陸との関係も維持する、或いは、少なくとも双方の経済上の関係を保持し、そ
れから再び自らの手で、どちらか一方と政治的関係を結ぶ決定をすることであった。しか
し、日本政府の重要人物からの一連の発言は、おのずから、台湾とアメリカの注意を引き
起こした。台湾は直ちにアメリカに対し、疑わしい日本の行動はアメリカの黙認の下で行
われたのではないか、と質疑を提出し、アメリカはこれを否認し、同時に日本政府に対し
てプレッシャーを与え始めた。1951年12月、アメリカ総統特使ダレスは東京に赴き、同日、
日本の首相吉田茂と会談した。ダレスは「国民政府を中国の合法政府とすること、これは
既にアメリカとその他の国家に承認されている。台湾は極東の軍事戦略の要地であり、日
本政府と国民政府が平和条約の交渉を進めることは、もっとも日本の利益となる」5)と述べ
た。吉田茂は共産主義下の中国に影響を与えることを理由に、中国との接触を拡大するこ
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とを主張したが、ダレスの拒絶に遭った。その直後、ダレスは吉田茂にダレス自らが起草
し、かつ、吉田の署名が既に入っている書簡を渡し、吉田に同意を求めた。この一通の書
簡が双方の度重なる協議の後、著名になっていく吉田書簡であり、吉田茂の署名の後にア
メリカに送られた。1952年 1 月16日、吉田書簡はワシントンと東京で同時に発表された。
その主な内容は、（ 1 ）日本政府は隣国中国と和平的な政治と通商関係を望む、（ 2 ）日本
政府は中国国民政府と双方の政府間において正常な関係を再び築く条約の締結準備があ
る、（ 3 ）双方の条約、及び、その条項は現在、または以後、中華民国政府管轄の全ての
領土において適用される、（ 4 ）「中ソ友好同盟互助条約」とは実際上、日本の軍事同盟条
約に対するものである、（ 5 ）中国共産党政権が日本共産党を支持し、暴力によって日本
の立憲制度と日本政府の計画の転覆を進めていると考える理由がある、（ 6 ）日本政府は
中国共産党政権と双方の条約締結を意図しない、であった6)。
　吉田書簡の発表は、アメリカの圧力がかかる日本が最終的に台湾を選択したことを意味
し、その後、日台間で直ちに、いわゆる日華平和条約が調印され、双方は正式な外交関係
を持った。これに対し、中国政府は当然強烈な糾弾を行った。しかし、これと同時に、中
国政府は日本との関係を放棄することはなく、主に人民や非政府層を対日関係に当たらせ
た。これは即ち、まず民間の経済や文化交流から開始し、この種の交流の一つ一つ蓄積を
通して日中間の政治関係の改善を促すものだった。これは中国政府の推進、及び日本の中
国に対する友好的な人々の働きかけの下で、日中両国の政府間関係がない状況下で独特な
「民間外交」を展開することを意味した。当然のことながら、所謂、民間外交の主要な相
手は日本であり、中国の側から言えば、実際には政府間外交であった。すなわち、中国政
府と日本の民間との関係であったのである。
（二）日中民間外交の展開、それにより被った妨害
　中国と日本の両国は正式な外交関係を築いていないものの、長期に亘って両国は密接な
経済と文化の関係があり、日本国内では既にある程度の親中派が育っていた。まさにこの
ことから、日中両国の民間外交は十分な基礎条件を備えていたと言える。
　早くも1949年の中華人民共和国が建国される前夜には、日本経済界は日本経済の回復と
振興、並びに、日中友好の道を実現させようと、両国間の貿易が開かれるように呼びかけ
を始めた。この実現のために、複数の日本の企業家、学者、社会活動家や国会議員達は
1949年前後の時期に、日中貿易促進会、日中貿易促進議員連盟、日中貿易会を成立させ、
1950年初めには中国で貿易活動を展開した。1950年10月、日本各界の親中派で組織した日
中友好協会が成立し、日中両国間の民間交流の積極的な推進が開始された。
　1952年 5 月、日本と台湾の間で日華平和条約が締結される前7)、モスクワで国際経済会
議に参加した 3 名の日本の国会議員は、日本政府の禁令を顧みることなく、中国代表の招
請を受け入れ、中華人民共和国の成立後初の中国を訪れた日本国民となった。この訪問期
間、日本の国会議員達は中国貿易促進委員会と一通の日中民間貿易協定に調印した。この
協定における規定の貿易額は大きくはなかったが、その意義は大きく、日中両国の民間外
交は具体的な取決めを含んでいた。その後、1950年代の中で日中間の民間貿易協定が 3 回
調印された。これらの協定に規定された貿易額にはいずれも達しなかったものの、日中両
国間の往来と交流を促したことを強調したい。
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　日中両国の民間貿易が開かれることに伴って、両国で民間の各種交流活動も徐々に進展
をみせた。日中間の往来の扉は徐々に開かれ、両国は学術交流、労働組合（工会）の交流、
文芸体育界の相互訪問、地方団体の交流が広がりをみせ、複数の日本側の野党党員、或い
は国会議員も次々と訪中した。同時に、日中両国は民間機構を通じて半官分野の諸事項に
対処していった。例えば、1954年11月、中国赤十字会と日本赤十字会、日中友好協会の間
で調印された在華の日本人居留民帰国の忘備録には、この前後の時期に35,000人を超える
日本人居留民を日本へ帰国させ、そのうち、1,000人を超える戦争犯罪人の釈放が含まれ
ていたことが記されている。1955年 4 月、さらに日中間で民間漁業協定が調印された。
　日中民間外交のこれらの交流活動に対して、当時の日本政府は何とかして阻止しようと
はせずに、むしろ一定の支持を与えた。ただ当時の冷戦の国際的な影響を受けていたこと
に加え、日中関係が正式な外交関係ではなかったことで、日本政府は大きな動きをするこ
とはできず、政治的にさらに一歩進展させることはできなかった。
　しかし、1957年 2 月岸信介内閣の成立後、日中民間外交は厳しい妨害を受けることになっ
た。 6 月、岸信介は台湾を訪問し、蒋介石との会談において岸信介は蒋介石の大陸反攻を
公に支持した。岸は「中国大陸は現在、共産主義の統治下にあり、日本は中華民国の困難
な状況に対して強く同情する」、また「ある意味では、共産主義が日本へ流入してくるなら、
中国はソ連よりも更に恐ろしい。だから、ここから見れば、もし大陸を取り戻すなら、日
本側にとって大変良い事である」8)と述べた。すぐ後、岸信介はアメリカを訪問した際にも、
大陸共産主義と中国は同様にアジアにとっての脅威であるとし、中共政権を承認しないこ
とを明確に表明したのである。
　岸信介のこれらの言論は自ずと中国側の強い不満を引き起こし、日中間の政治関係の悪
化を招いた。1958年 5 月、日中友好協会が日本の長崎県で挙行した、中国郵便切手展覧会
の会場で中国国旗が掲げられたが、台湾の駐日大使館側は日本の外務省に要求を出し、展
覧会で国旗を取り下げるよう通知した。この状況下で、中国国旗を引き摺り下ろす二人の
右翼分子が表れた。しかし、日本の警察はこの事件を普通案件と一緒の扱いとし、犯人に
対して簡単な質問をした後、釈放したのである。これと同時に、岸信介は所謂、中国に対
して「政経分離」の政策を打ち出し、貿易においては中国との一定の関係を保持すること
を望む一方で、政治的立場では中国を敵視した。このことは実際、日中の民間貿易関係に
重大な影響を及ぼした。例えば、中国側の商務代表は外交待遇を認められず、駐日の中国
側の人々は制限を受けたことに加え、日中間で活動を行う際には中国国旗を掲げることも
認められなかったのである。
　日本側の日中関係への妨害に直面したことで、中国外交部長の陳毅は直ちに声明を発表
し、日中鉄鋼長期貿易協定の破棄を宣布し、日本への輸出入許可証の発行を停止し、日中
漁業協定の再延長を止め、中国婦女代表団と北京和平代表団の訪日を延期、或いは取り消
し、中国歌舞伎団の日本での演出を停止して演出前に帰国させるなどした。これにより、
日中両国の関係はほぼ全面断絶へと至る。しかし、岸信介の「政経分離」政策に反対する
ために、中国側は「政経不可分」の政策を打ち出すことで真っ向から向かい合った。さら
に、1959年 3 月には中国人民外交学会と日本社会党訪華代表団の連合声明において、（ 1 ）
中国への敵視政策を停止、（ 2 ）「二つの中国」をつくり出す陰謀への不参加、（ 3 ）日中
両国の正常関係の回復を妨害しない9)、という「政治三原則」が打ち出された。
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　1960年 7 月に新たな池田内閣が成立後、ようやく日中関係は回復をし始めた。1960年 9
月、中国の周恩来総理は日中貿易促進協会代表との会見の際、「政府間協定、民間契約、
個別的配慮」の「貿易三原則」を提出した。その主要な目的は、日中間の貿易を回復させ
ることを促し、それにより、さらに政府間でこの種の関係が徐々に進展することを期待す
るものだった。1962年10月、日本の元通商産業省大臣、高崎達之助が率いる日本の多数の
企業家が中国を訪問した。その訪問期間、かれらは周恩来総理の接見を受けただけでなく、
また中国国務院外事事務室主任である廖承志が、通称「LT貿易に関する覚書」と言われる、
日中総合貿易に関する覚書に調印した。この覚書は依然として形式上は民間協定であった
が、協定の等級と内容は既に政府間協定に迫るものであり、日中双方の貿易額規定は大幅
に増加しただけでなく、日中双方の貿易の常設代表機構が設立された。その後、さらに日
本政府は日本企業が中国に向けて大型プラント設備を輸出する際、日本輸出入銀行の資金
を使用することに同意し、実際にこの覚書の実施にあたってそれを保証した。ここから、
日中貿易は固有の民間貿易を礎としてさらなる発展を遂げ、その規模が拡大しただけでな
く、さらに半官半民の性格を持つものとなった。
　しかし、1964年11月の佐藤内閣成立後、日中民間外交は再び妨害を受け、日中関係は再
び後退することとなる。元々、佐藤は首相就任以前、違う場所で何度も日中関係を改善し
たい旨を表明したことで、彼がひとたび政権を握れば、フランス大統領のシャルル・ド・
ゴールのように中華人民共和国を承認し、国交関係を樹立するかもしれないと外部に強く
感じさせるほどであった。佐藤の首相就任直後、中国メディアも積極的な受入れを表明し、
佐藤政権の誕生を歓迎した。しかし、佐藤の首相就任後の最初の施政方針演説において、
所謂「政経分離」の原則をそれ以前の政権と同様に採りあげ、一方で台湾との政治的関係
維持を継続し、また一方では、中国との民間貿易と、その他事実上の接触を継続的に展開
することを主張した。さらに、1965年 1 月のアメリカ訪問中に、佐藤はアメリカ大統領ジョ
ンソンとの共同発表における連合声明において「我々は中国側の侵略に対し、アメリカよ
りも更に不安だと感じている…日本は中国が自国に隣接する地域に対して軍事政策を進め
ていることをアメリカが防ごうとしていることに十分な理解を示すだけでなく、その政策
に協力する」10)と表明した。ここでの所謂「中国侵略」と、それに対するアメリカの軍事
行動とはベトナム戦争を指す。この後、再び佐藤政権は対日中民間交流の活動に対して各
種の制限を行った。例えば、中国の訪日代表団のビザ発給を停止、さらに、中国へ向けて
大型プラント設備を輸出する日本企業に対して日本輸出入銀行の資金を停止した。
　佐藤政権の中国の敵視態度と一連のやり方は、自ずと中国側の激しい反応を引き起こし、
中国メディアは佐藤政権を公に批判し始め、佐藤政権に対していかなる幻想も抱いていな
いことを明確に表明すると同時に、覚書によって確定していた貿易契約の破棄を宣布した。
しかし、この日中関係においての摩擦は両国間の民間関係を完全に断絶するには至らな
かった。双方は1968年 3 月に再び、「LT貿易に関する覚書」に類する貿易協定に調印する
ことで、両国の政治関係が厳しさを増す中でもなお、民間関係の連絡ルートを保持したの
である。
二、日中民間外交が発揮する作用
　このような日中民間外交における独特な交流のあり方は、国際的な冷戦構造下で中国政
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府がそれを積極的に押し進めたことと、また、日本が日米関係に制約を受けながらも、中
国と経済・文化の面で相互に二者間のたゆまぬバランスを求めた結果、形成されたもので
ある。このような独特な交流のあり方は、日中両国に政府間の正式な外交関係がない状況
下でも、変わることなく比較的順調に通じ合える交流ルートを維持した。そして、両国は
一定程度の理解を深めたことで、日中双方の民間は相互の友好的感情を育てただけでなく、
日中の政府関係に対しても積極的に押し進める作用を引き起こした。それは、日本政府に
対中政策を改めるよう促すと同時に、後の日中国交正常化にも有益な下地を築いたと言え
よう。1970年代、国際情勢が変化していく中で、日中民間外交のあり方は日中両国を国交
正常化へと導く論理に適合していった。それは一種の時が来れば自然に熟成する、水が流
れて来れば水路が出来るという印象を人々に与え、これ以前にほどなく実現した中米国交
正常化が人々に唐突な印象を与えたのとは異なるものだった。
　両国の国交正常化以後の日中関係においても、民間外交は相変わらず重要な作用を発揮
した。日中関係の中心が既に政府の主導となり、民間外交が発揮する影響の大きさは既に
政府間関係のそれには及ばない状態となったが、政府間関係の確立によって、実際に両国
民間交流の規模は更に拡大した。これにより、大規模な民間同士の度重なる交流が発生し
た一方で、それは日中両国民の相互理解を深め、両国の国民感情を増進させたことで積極
的な影響を及ぼした。さらに、日中両国政府間の協力と友好関係という堅実な日中の国民
間の基盤となったのである。90年代の後半期以後、日中関係は摩擦が発生し、相対的に見
れば低潮期にあったが、その際にも日中民間外交は再びその影響を発揮した。さらに、地
球上でグローバル化とインターネット化が進む中で、日中両国民は自国政府と他国間に対
する注目の度合いは益々高まっていることから、良好な民間感情は既に日中関係の未来を
決める主要な要因となったと言えるだろう。
注
1  ） 【訳者注】著書に具体的な政治事件名は記されていないが、これは1989年 6 月の天安門事件（第 2 次）
を指していると考えられる。
2 ） 呉学文等編『当代中日関係1945-1994』、時事出版社、1995年、37頁から引用。
3 ） 呉学文等編『当代中日関係1945-1994』、時事出版社、1995年、11頁から引用。
4 ） 呉学文等編『当代中日関係1945-1994』、時事出版社、1995年、11頁から引用。
5 ） 呉学文等編『当代中日関係1945-1994』、時事出版社、1995年、12頁から引用。
6 ） 田桓主編『戦後中日関係文献集1945-1970』中国社会科学出版社、1996年、117頁。
7  ） 【訳者注】ちなみに、日本と台湾との間で日華平和条約が調印されたのは、1952年 4 月28日であり、
その条約が発効されたのが同年 8 月 5 日である。
8 ） 呉学文、等編『当代中日関係1945-1994』、時事出版社、1995年、83頁から引用。
9 ） 田桓主編『戦後中日関係文献集1945-1970』中国社会科学出版社、1996年、440頁。
10） 呉学文等編『当代中日関係1945-1994』、時事出版社、1995年、142頁から引用。
